個人情報保護条例の解釈と運用

ここでは，県内の標準的な個人情報保護条例を例に取り，対策推進上必要になると思われる個人情報の取扱いケースと，それに対する条例上の解釈と運用を例示する。ただし，条例の解釈や運用については各自治体の判断に委ねられるものであるので，適用に当たっては各市町で十分検討する必要がある。

○○市町個人情報保護条例（抜粋）

（収集の制限）
第5条 　実施機関は，個人情報を収集するときは，個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし，当該目的を達成するために必要な範囲内で，適法かつ公正な手段により収集しなければならない。
２　実施機関は，思想，信条及び信教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれのある個人情報を収集してはならない。
(1)～(3)　(略)

３　実施機関は，個人情報を収集するときは，本人から収集しなければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，この限りではない。
(1)　法令等の規定に基づいて収集するとき。
(2)　本人の同意に基づいて収集するとき。
(3)　（略）
(4)　人の生命，身体又は財産の保護のために緊急かつやむを得ない必要があると認めて収集するとき。
(5)　（略）
(6)　（略）
(7)　前各号に掲げる場合のほか，○○市町個人情報保護審議会の意見を聴いた上で，本人から収集したのでは個人情報を取り扱う事務の性質上その目的達成に支障が生じ，又は円滑な実施を困難にするおそれがあることその他本人以外のものから収集することに相当の理由があることを実施機関が認めて収集するとき。
（利用及び提供の制限）
第６条　実施機関は，個人情報を取り扱う事務の目的以外の目的のために保有個人情報を当該実施機関内において利用し，又は当該実施機関以外のものに提供してはならない。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，この限りではない。
１　法令等の規定に基づいて利用し，又は提供するとき。
２　本人の同意に基づいて利用し，若しくは提供するとき，又は本人に提供するとき。
３　（略）
４　人の生命，身体又は財産の保護のために緊急かつやむを得ない必要があると認められる場合において，利用し，又は提供するとき。
５　（略）
６　同一実施機関が利用する場合又は国，独立行政法人等，他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人に提供する場合で，相当の理由があると認めてそれぞれの事務の目的に必要な範囲内において，利用し，又は提供するとき。
７　（略）
８　前各号に掲げる場合のほか，○○市町個人情報保護審議会の意見を聴いた上で，相当の理由があることを実施機関が認めて利用し，又は提供するとき。
２　（略）
３　実施機関は，第一項第三号から第八号までの規定に基づき，当該実施機関以外のものに保有個人情報を提供する場合において，必要があると認めるときは，保有個人情報の提供を受けるものに対し，提供に係る個人情報について，その使用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し，又はその漏えいの防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じるよう求めなければならない。

○関係機関共有方式の場合














○手上げ方式の場合　　　　　　　　　　○同意方式の場合






















◎フロー図の個人情報の取扱いに係る条例の解釈及び運用

図中No.
個人情報の取扱い
条例の解釈及び運用

①
避難支援の対象者を把握するため，実施機関内の関係部局が保有する各種要援護者情報を集約し，要援護者リストを作成
【整理案１】

①の取扱いが『相当な理由がある』と判断できる場合に，関係部局保有の要援護者情報を要援護者リストの作成に利用することが可能

（該当条文：条例第６条第１項第６号）



【整理案２】

①の取扱いについて，個人情報保護審議会の答申を得た場合は，関係部局が保有する要援護者情報を要援護者リストの作成に利用することが可能

（該当条文：条例第６条第１項第８号）

②
他の行政機関が保有する各種要援護者情報を収集し，要援護者リストの作成に活用

※当該他の行政機関がその個人情報保護条例により，提供が可能な場合


【整理案１；既に該当する審議会答申がある場合】

②の取扱いが『相当な理由がある』と判断できる場合に，他の行政機関が保有する要援護者情報を要援護者リスト作成のために収集することが可能

（該当条文：条例第５条第３項第７号）



【整理案２；該当する審議会答申がない場合】

②の取扱いについて，新たな個人情報保護審議会の答申を得た場合は，他の行政機関が保有する要援護者情報を要援護者リスト作成のために収集することが可能

（該当条文：条例第５条第３項第７号）

③
民生委員児童委員が保有する各種要援護者情報を収集し，要援護者リストの作成に活用
【整理案１】

民生委員児童委員は非常勤特別職の地方公務員とされていることから，行政機関の職員と同様に取り扱うこととすれば，③の取扱いについて『相当な理由がある』と判断できる場合には，民生委員児童委員が保有する要援護者情報を要援護者リスト作成のために収集することが可能

（該当条文：条例第５条第３項第７号）



【整理案２】

本人同意に基づくものである場合，民生委員児童委員から要援護者情報を収集することが可能

（該当条文：条例第５条第３項第２号）



【整理案３】

③の取扱いについて，個人情報保護審議会の答申を得た場合は，民生委員児童委員が保有する要援護者情報を要援護者リスト作成のために収集することが可能

（該当条文：条例第５条第３項第７号）

④
要援護者の実態調査（避難支援プラン作成のための個人情報の取扱いに係る本人同意の取得を含む。）のため，要援護者リストを民生委員児童委員に提供
【整理案１】

市町の本来業務である要援護者の実態調査の実施を民生委員児童委員に委託し，当該委託業務実施の一部として，要援護者リストを民生委員児童委員に提供することが可能。

（該当条文：条例第６条第１項本文）



【整理案２】

④の取扱いについて，個人情報保護審議会の答申を得た場合は，民生委員児童委員に要援護者リストを提供することが可能

（該当条文：条例第６条第１項第８号）



【整理案３】

民生委員児童委員は非常勤特別職の地方公務員とされていることから，行政機関の職員と同様に取り扱うこととすれば，『相当な理由がある』と判断できる場合は，民生委員児童委員に要援護者リストを提供することが可能

（該当条文：条例第６条第１項第６号）

⑤
要援護者の実態調査（避難支援プラン作成のための個人情報の取扱いに係る本人同意の取得を含む。）のため，要援護者リストを自主防災組，町内会へ提供
【整理案１】

市町の本来業務である要援護者の実態調査の実施を自主防災組織，町内会に委託し，当該委託業務実施の一部として，要援護者リストを自主防災組織，町内会に提供することが可能。

（該当条文：条例第６条第１項本文）



【整理案２】

⑤の取扱いについて，個人情報保護審議会の答申を得た場合は，自主防災組織及び町内会への要援護者リストの提供が可能

（該当条文：条例第６条第１項第８号）

※
実態調査時又は登録申請時に，避難支援プラン作成に係る個人情報の取扱いについての要援護者本人の同意を取得する。

⑥
実態調査を行っている民生委員児童委員等を介して又は登録申請の際に直接，要援護者（同意者）から詳細な個人情報を収集する。
本人同意が取れているので，要援護者（同意者）の詳細な個人情報を，民生委員児童委員等を介して収集することは可能。

（該当条文：条例第５条第３項第２号）

⑦
各要援護者（同意者）の避難支援プラン（個別計画）を作成する。

⑧
避難支援プラン（個別計画）を関係部局と共有
実態調査時又は登録申請時に本人同意が取れているので，関係部局への避難支援プラン（個別計画）の提供は可能（該当条文：条例第６条第１項本文）

⑨
避難支援プラン（個別計画）を民生委員児童委員，避難支援者，自主防災組織等へ提供
実態調査時又は登録申請時に本人同意が取れているので，民生委員児童委員，避難支援者，自主防災組織等への避難支援プラン（個別計画）の提供は可能

（該当条文：条例第６条第１項本文）

※ 上表において『相当な理由がある』とは，個人の権利が侵害されないことが明らかな上で，次のような場合を言う

ア 住民負担の軽減が図れる場合

イ 行政サービスの向上が図れる場合

ウ 行政事務の効率化・迅速化が図れる場合

※その他注意事項

（１）センシティブ情報の取扱い

災害時要援護者情報は，センシティブ情報（＝社会的差別の原因となるおそれのある個人情報）に該当すると解釈される場合がある。したがって，センシティブ情報に該当するかどうかを事前に検討し，必要に応じて個人情報保護審議会の答申を得る必要がある。

（２）個人情報保護審議会答申について

すでに個人情報保護審議会で答申を得ている例外的な取扱い事例では，対応が困難な場合には，新たな個人情報保護審議会の答申を得ることが可能である。

新たな審議会答申を得るには，要援護者対策実施に係る個人情報の取扱い全体について包括的に答申を得る方法と，必要な部分を精査して，その部分のみを個別的に答申を得る方法とがある。審議会に諮る場合には，対策全体を見据えて，手戻りにならないよう事前に方針を検討しておく必要がある。


（３）守秘義務の確保

要援護者情報の提供先となる関係者については，民生委員児童委員等法律や条例等で職務上の守秘義務が課せられている者を除いて，一般的に守秘義務が課せられていない。

このため，市町は住民の要援護者情報の共有に関する理解や信頼を深めるためにも，要援護者情報を行政外の関係機関等と共有する際に，誓約書の提出等を活用して，情報を受ける側の守秘義務を確保することが重要である。別紙
（４）対象者への事前の周知等

関係機関共有方式で民生委員児童委員等に要援護者リストを提供して要援護者に対する実態調査や登録の同意取得等を行う場合，要援護者側で唐突な訪問と受け取られることも考えられる。

このため，実態調査や登録の同意取得等を行うにあたり，市町から事前に案内を送付したり，訪問の際に趣意書を携行するなどの工夫が必要である。

平成　　年 　月　 日

○　○　市　（町）　長　　様

住　所　

氏　名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　誓　　　約　　　書
私は，災害時要援護者避難支援プランの保管にあたり，個人情報保護の重要性を認識し，個人情報の漏出や悪用等による権利侵害がないよう，災害時要援護者避難支援制度実施要領を遵守し，適切に取り扱うことを誓約します。























































③





登録の同意取得


登録手続の援助





①





要援護者情報





要援護者情報





要援護者情報





実態調査





②





民生委員児童委員





行政機関（市町）





災害時要援護者





要援護者情報





他の行政機関（県）

















































































































別紙















































































































































資料１





〔参考〕審議会への諮問に必要な資料


要援護者避難支援制度の概要資料


要援護者避難支援制度の運営要領


他県状況等








要援護者の登録申請までの個人情報の取扱いフロー図





要援護者リスト














要援護者リストの作成





④





要援護者リスト





自主防災組織


町内会





実態調査





登録の同意取得


登録手続の援助





⑤





要援護者リスト





同意，詳細情報提供，登録申請





⑥





災害時要援護者





災害時要援護者





行政


機関


(市町)





支援制度の広報





行政


機関


(市町)





制度の周知





民生委員児童委員


自主防災組織


町内会





⑥





同意，登録申請，詳細情報提供





実態調査





登録の同意取得


登録手続の援助





登録手続の援助





民生委員児童委員


自主防災組織


町内会





同意，登録申請，詳細情報提供





実態調査





⑥





要援護者の登録申請以降の個人情報の取扱いフロー図





災害時要援護者





行政機関（市町）





⑥





同意，登録申請，詳細情報提供





避難支援ﾌﾟﾗﾝ(個別計画)の作成





災害時の


避難支援





民生委員児童委員





⑦





⑨





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





災害時の


避難支援





避難支援者





支援プラン（個別）





⑧





⑨





関係部局





⑨





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





支援プラン（個別）





災害時の


避難支援





自主防災組織





支援プラン（個別）
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